
 

別添３ 利用等規則の改め文 

 

 京都大学大学文書館利用等要項の一部を改正する要項を次のように定める。 

   

平成２４年９月 日 

 

 

 

                   京都大学大学文書館 

館長 林  信 夫 

 

 

 

京都大学大学文書館利用等要項の一部を改正する要項 

 

 京都大学大学文書館利用等要項（平成１３年総長裁定）の一部を次のように改正

する。 

  附則（平成 23 年総長裁定）第３項を削る。 

    

附 則 

 この要項は、平成２４年 10 月 1 日から実施する。 



別添１  

京都大学大学文書館利用等要項改正 案（新旧対照表） 

※改正部分のみ 

改正案 現 行 

 

（略） 

 

附 則(平成 23 年 3 月総長裁定) 

1 この要項は、平成 23 年 4 月 1 日から

実施する。 

2 京都大学大学文書館への法人文書等

の移管等に関する要項(平成 13 年 2 月

27 日総長裁定)は、廃止する。 

3 削除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

附 則(平成 24 年 7 月総長裁定) 

この要項は、平成 24 年 7 月 9 日から実

施する。 

 

 

附 則(平成 24 年 9 月総長裁定) 

この要項は、平成 24 年 10 月 1 日から

実施する。 

 

 

 

（同左） 

 

附 則(平成 23 年 3 月総長裁定) 

1 この要項は、平成 23 年 4 月 1 日から

実施する。 

2 京都大学大学文書館への法人文書等

の移管等に関する要項(平成 13 年 2 月

27 日総長裁定)は、廃止する。 

3 著作権法(昭和 45 年法律第 48 号)の改

正により、特定歴史公文書等に関する

著作権の調整規定が置かれた場合、第 4

の規定は、次のとおりとする。 

第 4 大学文書館は、第 2 及び第 3 の規

定に基づき受け入れた特定歴史公文書

等に著作物が含まれている場合は、当

該著作物について、必要に応じて、著

作者と著作権の調整を行うこと等によ

り、当該著作物の円滑な利用に備える

ものとする。 

 

附 則(平成 24 年 7 月総長裁定) 

この要項は、平成 24 年 7 月 9 日から実

施する。 

 

 



（案） 

 

 神戸大学附属図書館大学文書史料室利用等要項の一部を改正する要項を次のよう

に定める。 

   

平成２４年 月  日 

 

 

 

               神戸大学附属図書館大学文書史料室長 

 

 

 

神戸大学附属図書館大学文書史料室利用等要項の一部を改正する要項 

 

 神戸大学附属図書館大学文書史料室利用等要項（平成２３年３月２４日神戸大学

附属図書館運営委員会承認）の一部を次のように改正する。 

  附則第２項を削る。 

    

附 則 

 この規則は、平成２４年１０月１日から施行する。 
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神戸大学附属図書館大学文書史料室利用等要項（案）（新旧対照表） 

 

改正案 現行 

 

第１条～第２条 （略） 

 

(受入れ) 

第３条 （同右） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(寄贈・寄託された文書の受入れ) 

第４条 （同右） 

 

 

 

 

 

 

第１条～第２条 （略） 

 

(受入れ) 

第３条 室は、神戸大学（以下「本学」という。）

で保存する歴史公文書等（法第２条第６項に定め

る歴史公文書等をいう。以下同じ。）として、保

存期間が満了したときに室に移管する措置が設

定されたものについて、保存期間が満了した日か

ら可能な限り早い時期に受入れの日を設定し、当

該歴史公文書等を受け入れるものとする。  

２ 室は、前項の規定に基づき受け入れた特定歴史

公文書等について、次の各号に掲げる措置を施し

た上で、原則として受入れから１年以内に排架を

行うものとする。  

(1) 汚れの除去、エタノール殺菌、補修その他の

保存に必要な措置 

(2) 第６条第４項に定める識別番号の付与 

(3) 第１１条第１項第１号に掲げる事由（以下

「利用制限事由」という。）の該当性に関する

事前審査 

(4) 第９条第１項に定める目録の作成 

３ 室は、特定歴史公文書等の利用が円滑に行われ

るようにするため、前項第３号に規定する事前審

査の方針を定めるものとする。 

 

(寄贈・寄託された文書の受入れ) 

第４条 室は、法人その他の団体（国及び独立行政

法人等を除く。以下「法人等」という。）又は個

人から特定の文書を寄贈又は寄託する旨の申出

があった場合、当該文書が歴史公文書等に該当す

ると判断する場合には、当該文書を受け入れるも

のとする。 
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(著作権の調整) 

第５条 （同右） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第６条～第３３条 （略） 

 

   附 則 

  この要項は、平成２３年４月１日から施行す

る。 

２ 削除 

 

 

 

 

 

 

 

２ 室は、前項に基づき受け入れた特定歴史公文書

等について、寄贈又は寄託をした者の希望に応

じ、利用の制限を行う範囲及びこれが適用される

期間を定めた上で、次に掲げる措置を施し、原則

として受入れから１年以内に排架を行うものと

する。 

 (1) 汚れの除去、エタノール殺菌、補修その他

の保存に必要な措置 

 (2) 第６条第４項に定める識別番号の付与 

 (3) 第９条第１項に定める目録の作成  

 

(著作権の調整) 

第５条 室は、第３条及び前条に基づき受け入れた

特定歴史公文書等に著作物や実演、レコード又は

放送若しくは有線放送に係る音若しくは影像（以

下「著作物等」という。）が含まれている場合は、

当該著作物等について、必要に応じて、あらかじ

め著作者、著作権者、実演家又は著作隣接権者か

ら著作者人格権、著作権、実演家人格権又は著作

隣接権についての許諾や同意を得ること等によ

り、当該特定歴史公文書等の円滑な利用に備える

ものとする。 

 

第６条～第３３条 （略） 

 

   附 則 

１ この要項は、平成２３年４月１日から施行す

る。 

２ 著作権法（昭和４５年法律第４８号）の改正に

より、特定歴史公文書等に関する著作権の調整規

定が置かれた場合は、第５条の規定は、次のとお

りとする。 

（著作権の調整） 

第５条 室は、第３条及び第４条に基づき受け入れ

た特定歴史公文書等に著作物が含まれている場

合は、当該著作物について、必要に応じて、著作
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   附 則(平成２４年  月  日) 

 この要項は、平成２４年１０月１日から施行す

る。 

 

者と著作権の調整を行うこと等により、当該著作

物の円滑な利用に備えるものとする。 

 

 



 広島大学文書館特定歴史公文書等利用等規則の一部を改正する規則を次のように定める。（案） 

  平成  年  月  日 

広島大学長 浅原 利正  

平成  年  月  日規則第  号 

   広島大学文書館特定歴史公文書等利用等規則の一部を改正する規則 

 広島大学文書館特定歴史公文書等利用等規則(平成23年3月23日規則第11号)の一部について，下表左欄(「改正前」欄)を同表右欄(「改正後」欄)のように改正する。 

改 正 前 改 正 後 

 

(略) 

 

(著作権の調整) 

第5条 文書館長は，前2条の規定により受け入れた特定歴史公文書等に著作物，実
演，レコード又は放送若しくは有線放送に係る音若しくは影像(以下この条におい
て「著作物等」という。)が含まれている場合は，当該著作物等について，必要に
応じて，あらかじめ著作者，著作権者，実演家又は著作隣接権者から著作者人格
権，著作権，実演家人格権又は著作隣接権に関する利用の許諾や同意を得ること
等により，当該特定歴史公文書等の円滑な利用に備えるものとする。 

 

(略) 

 

附 則  

1 この規則は，平成23年4月1日から施行する。  

2 著作権法(昭和45年法律第48号)の改正により，特定歴史公文書等に関する著作
権の調整規定が施行された場合，第5条の規定は，次のとおりとする。  

 (著作権の調整)  

第5条 文書館長は，前2条の規定により受け入れた特定歴史公文書等に著作物が含
まれている場合は，当該著作物について，必要に応じて，著作者と著作権の調整
を行うこと等により，当該特定歴史公文書等の円滑な利用に備えるものとする。 

 

 

(略) 

 

(著作権の調整) 

第5条 同左 

 

 

 

 

 

 

(略) 

 

附 則  

 この規則は，平成23年4月1日から施行する。  

(削る)  

 

 

 附 則 

この規則は，平成24年10月1日から施行する。 

※下線部分は，改正箇所を示す。 

（制定理由） 

著作権法(昭和45年5月6日法律第48号)の改正に伴い，公文書等の管理に関する法律(平成24年法律第43号)第16条第1項の規定に基づく利用に供する場合に，従来どお
り著作者の同意が必要な場合もあるが，著作者が同意したとみなし利用することが可能となったため。 

 



九州大学大学文書館における特定歴史公文書等の利用等に関する規程の一部を改正する規程（案）

平成２４年度九大規程第 号

施 行：平成２４年１０月 １日

九州大学大学文書館における特定歴史公文書等の利用等に関する規程（平成２２年度九大規程第１５３号）

の一部を次のように改正する。

（新） （旧）

（略） （略）

（著作権の調整） （著作権の調整）

第５条 文書館は、第３条第１項及び前条第１項の 第５条 （同左）

規定に基づき受け入れた特定歴史公文書等に著作

物や実演、レコード又は放送若しくは有線放送に

係る音若しくは影像（以下「著作物等」という。）

が含まれている場合は、当該著作物等について、

必要に応じて、予め著作者、著作権者、実演家又

は著作隣接権者から著作者人格権、著作権、実演

家人格権又は著作隣接権についての許諾や同意を

得ること等により、当該特定歴史公文書等の円滑

な利用に備えるものとする。

（略） （略）

附 則 附 則

この規程は、平成２３年４月１日から施行する。 １ この規程は、平成２３年４月１日から施行する。

２ 著作権の調整に関する措置

著作権法の改正により、特定歴史公文書等に関

する著作権の調整規定が置かれた場合、第５条の

規定は次のとおりとする。

（著作権の調整）

第５条 文書館は、第３条第１項及び第４条第１項

の規定に基づき受け入れた特定歴史公文書等に著

作物が含まれている場合は、当該著作物について、

必要に応じて、著作者と著作権の調整を行うこと

等により、当該著作物の円滑な利用に備えるもの

とする。

附 則

この規程は、平成２４年１０月 １日から施行する。



 

「日本銀行金融研究所アーカイブ利用等規則」の一部変更案 

 

○ 附則を削る。 



 

 

 

 「日本銀行金融研究所アーカイブ利用等規則」（新旧対照表） 

（変更部分のみ）           

 

変 更 案 現 行 

（附則を削る。） 

 

附則 

（著作権の調整に関する措置）  

 

 著作権法の改正により、歴史的公文に関する著

作権の調整規程が置かれた場合、第５条の規定

は、次のとおりとする。 

 

（著作権の調整）  

第５条 アーカイブは、第３条及び第４条に基づき

受入れた歴史的公文に著作物が含まれている場

合は、当該著作物について、必要に応じて、著作

者と著作権の調整を行うこと等により、当該著作

物の円滑な利用に備えるものとする。 

 


